
進捗

主 要 施 策

1 特色ある教育の推進
本町で取り組む小中高一貫教育の推進を

示す指標として設定する。

52人

（74.3％）
上昇↑

18人

（28.6％）
D

令和元年は多種多様な進学先を選択する生徒が多かった。進路状況は

以下の通り。生徒数63人のうち、公立35人（55.6％）私立28人

（44.4％）。通信制7人（11.1％）スポーツ推薦2人（3.2％）。今

後、能勢分校への進学者を増やすための進路指導、支援体制、PR等の

施策が必要。

学校指導係

2
未来を切り開く「生き

る力」の醸成

複数の施策が関連する内容となることから

「学力向上の推進」「健康と体力向上の推

進」「豊かな心の育成」をはじめとする各指

標等を注視しながら施策の推進を図る。

― ― ―

能勢町の大きな課題である「学力向上の推進」に向けて、授業改善の取

組を進めるとともに、家庭学習の定着、学びに向かう環境整備を行いなが

ら、複数の施策が関連し、効果的に施策が絡み合うように、教科指導、

生徒指導、支援教育等のベストミックスを図りながら、児童生徒を支援す

る仕組みづくりをしていく。

学校指導係

未実施 ― 60.32% B

平成24年から中学生を対象に英語検定を実施。新学習指導要領の

「外国語活動」「外国語科」に対応するため、町単費によるＡＬＴ配置、

英語支援員配置、大阪大学留学生派遣、フォニックスによるモジュール学

習（短時間学習）の継続等、成果が出ている。令和元年より英語4技

能運用力を図るGTECに切り替えて中学生で実施。小学校からの積み

上げもあり成果が表れている。

学校指導係

未実施 ― ― ― 中学生に関する漢字検定は、実施していない。 学校指導係

小学校 「優れている」 「優れている」 同等 B
同等ではあるが、国語・算数において全国平均には及んでいない。ただ

し、算数においては、全国平均正答率に近い数値となっている。
学校指導係

中学校 「同等」 「優れている」 同等 C
国語・数学・英語において全国平均には及んでいない。特に数学において

は、昨年より下降傾向が続いており、指導の立て直しが必要である。
学校指導係

小学校 96.2% 上昇↑ 90.60% C

学校再編後、始業時間が午前8時10分になったこと、児童生徒の6割が

バス通学となったことなど、割合が下降している。早寝・早起き・朝ごはんの

運動を更に推し進め、健康と食の重要性を学ぶ機会を増やし、家庭の協

力、支援が等ができるように取組を充実させていく。

学校指導係

中学校 93.9% 上昇↑ 92.50% B

学校再編後、中学校給食導入等、弁当から給食に代わり、食育の機会

も増えた。数値が若干下降している。朝食をとる習慣作りに努め、健康と

食生活の重要性に気付ける取組を継続していく。

学校指導係

小学校 「同等」 「優れている」 同等 B

再編後の体力低下傾向にあった走力少し改善傾向にある。大阪経済大

学と連携した「能勢っ子、かけっこ、日本一」の取組において、オリジナルの

オノマトペ体操を製作。小学校において、週4回、朝3分間の体操を継続

することで、成果が出始めている。

学校指導係

中学校 「課題がある」 「優れている」 同等 A

再編後の体力低下傾向にあった走力が少し改善傾向にある。大阪経済

大学と連携した「能勢っ子！、かけっこ！、日本一！」の取組において、オ

リジナルのオノマトペ体操を製作。中学校においては、体育授業開始時に

広大はささゆり学園校庭をフル活用し、観覧席昇降等のサーキットトレー

ニングを継続し、体育種目にあった準備運動を工夫し、運動量の確保に

努めている。

学校指導係

担当係

令和元年度

(2019年度)

実績値

備考

令和3年度

（2021年

度）

目標値
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町内中学生の能勢高校への進学者数

（定数に対する入学者の割合）

―

学力向上の推進

児童、生徒の学習意欲の向上、基礎学力

の定着を図る指標として設定する。　※現

時点では事業未実施のため、目標値は設

定しない。

英語検定の合格率（中学3年時に3級の合格）

漢字検定の合格率（中学3年時に3級の合格）

全国学力・学習状況調査全国平均比

※全国の正答率を0として5～-5%を「同

等」、5%以上を「優れている」、5%以下を

「課題がある」と表記。

平成22年度

（2010年

度）

実績値

健康と体力向上の推

進

児童、生徒の規則正しい生活習慣の定

着、また児童生徒の体力向上を図る指標

として設定する。

全国学力・学習状況調査で「朝食を毎日

食べる」と回答した児童生徒の割合

全国体力・運動能力調査全国平均比

※合計得点の全国平均を0として5～-5%

を「同等」、5%以上を「優れている」、5%

以下を「課題がある」と表記。
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小学校 91.4% 上昇↑ ￣ A

左の質問項目は現在ない。ただ「人が困っているときは、進んで助ける」に

ついては、83％の児童が肯定的な回答をしている。今後、他者に対する

思いやりの気持ちを育み、行動へ移せる児童の育成にむけて取組みを継

続していく。

学校指導係

中学校 87.6% 上昇↑ ￣ A

左の質問項目は現在ない。ただ「人が困っているときは、進んで助ける」に

ついては、73.6％の生徒が肯定的な回答をしている。今後、他者に対す

る思いやりの気持ちを育み、行動へ移せる生徒の育成にむけて取組みを

継続していく。

学校指導係

小学校 92.4% 上昇↑ 94.30% A

児童が目標を持ち、クラス、学年、上級生下級生等の学校内での人間

関係や地域の方々、外部講師などとの素敵な出会いの機会を作り、自ら

の人生や社会を切りひらいていくために必要な能力を育成していくために、

全児童のキャリアパスポートを作成した。今後、系統的なキャリア教育の積

み重ねが重要。

学校指導係

中学校 90.7% 上昇↑ 96.20% A

中学2年生で行う職場体験学習では、ほぼ全員が町内事業所各所のお

世話になり、豊かな勤労観や職業観を学ぶ機会となっている。今後、更

に、中学2年生だけの取組だけではなく、職場体験前、後にも、生徒自身

が自らの進路について、自らを振り返り、自らの良さを生かした将来への希

望が持てるようなカリキュラム・マネジメントが必要である。

学校指導係

小学校 96.2% 上昇↑ ＿ B

学校運営協議会メンバーで月一回のあいさつ運動を実施。そのメンバーと

生徒会・児童会がタイアップして、あいさつ運動を実施。生徒会児童会役

員メンバーから全児童生徒にも、あいさつの輪が広がるように、継続してい

く。全町的な取組へと発展できるように、今後展開していく予定。

学校指導係

中学校 85.3% 上昇↑ ＿ B

学校運営協議会メンバーで月一回のあいさつ運動を実施。そのメンバーと

生徒会・児童会がタイアップして、あいさつ運動を実施。生徒会児童会役

員メンバーから全児童生徒にも、あいさつの輪が広がるように、継続してい

く。全町的な取組へと発展できるように、今後展開していく予定。

学校指導係

小学校 84.7% 上昇↑ 92.50% A

小学校と中学校が同じ敷地内で学校生活を送り、9学年の児童生徒全

員が気持ちよく毎日を過ごすための工夫や努力が必要である。そのため、

児童一人ひとりが児童会活動や学級活動等を通じて、学校のきまりにつ

いて考え、みんなで過ごしやすい学校生活が送れるように理解しあえる取

組を今後も継続していく。

学校指導係

中学校 83.0% 上昇↑ 98.10% A

生徒指導主事を中心に生活指導をきめ細かく進めているため、学校のき

まりを守る生徒が増えており、成果が表れている。「自律」をテーマに学校

づくりが行われ、生徒会等自治活動を更に充実させていきたい。

学校指導係

7 支援教育の充実

支援を必要とする児童・生徒の一貫した教

育支援を行うため、一人ひとりの教育ニーズ

を把握した計画書の作成割合を指標として

設定する。

66.7% 100% 100% A

支援学級在籍及び通級指導教室対象児童生徒に関しては、すべて作

成しており、基礎的環境整備と合理的配慮に留意しながら、個別の教育

支援計画の変更、調整に努めていきたい。

学校指導係

3,739人 上昇↑ 2300人 D

平成30年よりコミュニティ・スクールを導入し、地域と学校が能勢の子ども

たちのために協働できる体制づくりに努めている。地域学習の授業支援者

やアフタースクールⅠの活動ボランティアの方々のおかげで、多様な体験活

動が展開できている。今後も、生涯教育課と共に、地域ネットワークを活

用した多様な人材により、豊かな教育活動が展開できる仕組みづくりを充

実させていく。

学校指導係

1,524人 上昇↑ 294人 B

アフタースクールⅠでご協力いただいたボランティアの延べ人数である。学校

運営協議会と地域学校協働本部の立ち上げに伴い、地域学校協働の

ためのボランティア登録者を増やしていく中で、児童生徒とボランティアとの

交流、またはボランティア同士の交流などの機会を作り、協働活動を充実

させていく。

学校指導係

9
学校力、指導力の向

上

客観性、透明性のある学校運営をめざして

活用する学校自己診断の実施率を指標と

して設定する。

12.5% 100% 100% A

小学校・中学校ともに年度末に学校自己診断を行い、学校教育活動全

般にわたる保護者評価を行っていただき、改善すべき点を分析し、次年度

に向けての指導に役立てている。自己診断数のみならず、大切な指標を

抽出し、その項目を令和2年度の課題として位置づけ、定期的な点検を

しながら改善に向けた取組を進めている。

学校指導係

②

開

か

れ

た

学

校

づ

く

り

地域ネットワークの充

実

住民の学校活動への参画を通じ、多様な

人材による教育コミュニティの拡充を示す指

標として設定する。

学校支援ボランティア活動者数

学校支援ボランティア登録者数

自己診断実施数
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規範意識の醸成を示す指標として設定す

る。

全国学力・学習状況調査で「近所の人に

あいさつをする」と回答した児童生徒の割合

全国学力・学習状況調査で「学校のきまり

を守っている」と回答した児童生徒の割合

5

6

個別の教育支援計画作成割合

豊かな心の育成
児童・生徒の豊かな情操や人間性を育む

指導の充実を示す指標として設定する。

全国学力・学習状況調査で「人の気持ち

が分かる人間になりたい」と回答した児童・

生徒の割合

全国学力・学習状況調査で「人の役に立

つ人間になりたい」と回答した児童・生徒の

割合

規範意識の育成
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10
安心安全な学校づく

り

児童の安全・安心を守る指標として警備協

力員の配置数を指標として設定する。
100% 100% 100% A

　授業中はもとより登下校時、放課後等においても児童生徒の安全確保

を図るため、保護者、地域住民、警察、道路管理者、学校教職員、委

託業者などの関係機関が連携協力することによって、全体を通じて概ね

安全・安心な対策を行うことができた。

　今後も、通学路の安全確保については、引き続き通学路安全推進会

議や通学対策委員会を開催し、関係機関と連携し、より良い環境整備

を目指す。学校施設については、予防保全計画を作成して、優先順位に

基づき予算の確保を図り、計画的かつ適切な施設管理に努める。

教育総務係

11 学習環境の充実
「学校環境衛生基準」に基づく施設の適正

管理を図る。
― ― ― ―

　平成31年２月に能勢町ICT教育環境整備方針を策定し、ICTを活

用した主体的・対話的で深い学びの実践及び児童生徒の情報活用能

力の育成を図るため、令和元年度に指導者用タブレットパソコン、情報学

習センター用パソコン、校務用サーバ等を整備するとともに、授業支援ソフ

トを導入し、指導者側のICT教育環境については、一定整備することがで

きた。　今後は、当初令和５年度までとしていた児童生徒「１人１台端

末」整備を前倒しし、新型コロナウイルスの第２波・第３波や自然災害の

発生等による学校の臨時休業等の緊急時においても、ICTの活用により

全ての子どもたちの学びを保障できるよう学習者側のICT教育環境の早

期整備を目指す。

教育総務係

12 生涯学習の推進 76人/年 300人/年 216人/年 B

生涯学習人材バンクを開設し、特技を持った人の登録を募った。また、登

録された人材の中から、生涯学習講座の講師として起用や、生涯学習セ

ンター図書室でのボランティアとして活躍する機会等を設けた。生涯学習

講座では能勢の文化や自然を体験するものを企画し、子ども向けには茶

華道や天体観測、大人向けには文化財や自然に触れるハイキング、歴史

講座等を行っている。施策としては、今後も継続が望まれる。

生涯教育係

13 生涯スポーツの推進 741人/年 900人/年 266人/年 D

平成28年度からB&G海洋センター及び名月グラウンドを指定管理者制

度で運営を行い、各種スポーツ教室の開催が実施できている。また、町ス

ポーツ推進委員による競技スポーツやニュースポーツの教室を実施してきた

ことも貢献した。近年は、求められることの多様化や少子化により、定期的

な単一種目の多教室開催は難しくなっている。現在は、年少期の体力向

上の取組を行っており、各種専門の教室を開催する方向ではなくなってい

る。

生涯教育係

6,904人/年 8,000人/年 7,616人 B

平成27年度の自動車文庫老朽化による廃止以後、平成28年度に「能

勢町子ども読書活動推進計画」を策定し、子どもと保護者に向けて読書

習慣について啓発を行ってきた。また、図書館司書や読み聞かせボランティ

アによるおはなし会、絵本のひろば、図書室での月替わりイベントなど魅力

を感じてもらえるよう発信の取組を行った。人口が減少する中、概ね目標

を達成しているといえる。

生涯教育係

28,925冊/

年

33,000冊/

年

29,052冊/

年
B

上記取組の他、能勢小学校及び中学校に出前図書館「らくだ図書館」

を平成30年度から実施、大人の読み聞かせ用書籍整備、新刊図書の

紹介、月テーマの図書紹介等の取組を積極的に行った。令和元年度終

盤は新型コロナウイルス感染症の関係で利用制限を行ったため貸出冊数

は減少したが、近年は約3万冊の貸し出しで推移している。人口が減少

する中、概ね目標を達成しているといえる。

生涯教育係

16団体 ― 15団体 ―

町内文化活動の発表の場となっている能勢文化フェスティバルにおいては

多くの参加団体が見られるが、運営母体となっている文化協会の登録団

体数は増えていない。文化協会登録の団体の多くは、指導者や会員の

高齢化、また人口縮小のなか、規模縮小傾向が見られる。生涯学習講

座において指導者の活躍の場を設けるなどの取組は行っているが、現状

維持の状況が続いている。

生涯教育係

314人 ― 252人 ― 同上 生涯教育係
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知識や技術の習得、また豊かな心の醸成

など自己充足にむけた機会の提供を指標と

して設定する。

生涯学習講座受講者（延べ）

スポーツ教室受講者（延べ）

図書サービスの充実を示す指標として図書

室利用者数、貸出冊数を指標として設定

する。

図書室利用者数（延べ）

図書室の充実

（

1

）

子

ど

も

た

ち

の

生

き

る

力

を

育

む

学

校

づ

く

り

に

関

す

る

施

策

警備協力員配置校数

リーダーの育成

図書貸出冊数

文化協会登録団体、登録人数をリーダー

育成の指標として設定する。

※多様な文化活動の現状把握として指標

を設定することから目標値は設定しない。

文化協会登録団体数

文化協会登録人数

１

．

教

育

文

化

に

関

す

る

施

策



1回/年 現状維持 2回/年 A

毎年、同様に活動を行っているが、社会情勢や人口減少に伴い、町内に

おいて集まって非行行動をとるような状態は見受けられない。また、有害図

書を設置する店舗もなくなり、地域の環境は良くなっている。

生涯教育係

4回/年 現状維持 2回／年 D

毎年、町内で行われる青少年が集まる大きなイベント開催時に青少年指

導員によるパトロールを行っている。特に問題と思われる行為などは見られ

ない。

生涯教育係

17 地域教育の充実
教育コミュニティの拡充を示す指標のとして

設定する。
828人 現状維持 221人 D

平成28年に小学校及び中学校がそれぞれ1校に再編整備されて以降

も、旧中学校校区を圏域として２つの地域教育協議会を組織しそれぞれ

で活動を行ってきた。近年は、子ども数の減少に伴い、交友関係もこれま

での旧校区域から全町的に広くなってきていることから、参加の地域制限

を行わない取組へと変革してきた。今後は、一つの活動母体となり、地域

学校協働本部と連携し地域特性を考慮した取組が求められる。

生涯教育係

18 浄瑠璃の保存と継承
地域の財産である「能勢の浄瑠璃」の保

全・継承を示す指標として設定する。
16人/年 20人/年 0人/年 C

現在、能勢町郷土芸能保存会では各派において後継者育成が行われ

ているが、生活様式の多様化による担い手不足は否めない。この後継者

不足を解消するため、30年以上の歴史ある人形浄瑠璃ジョイント公演や

その他事業時に新たな演目にチャレンジするなど、稽古人の育成で、能勢

の浄瑠璃の保存継承に努めている。

観光文化係

19 文化財の保存と継承

「浄瑠璃の里」として地域の活性化をめざ

し、地域文化の発信度を示す指標として設

定する。

36回/年 50回/年 30回/年 B

能勢町郷土芸能保存会においては、町内で行われる各種催しや観光物

産センター等の公演回数を充実させ、200年の歴史ある浄瑠璃の発信に

努めている。また、人形浄瑠璃鹿角座においては、町外での依頼公演に

も積極的に参加し、近年、国際会議やインバウンドにおけるイベントが増

加している。これら能勢の資源を活用し文化と観光のリンクに努めている。

観光文化係

20
地域資源の再評価と

活用

住民の文化的向上に資する文化財の登録

件数を指標として設定する。
37件 現状維持 38件 A

この間「山辺の獅子舞」と「野間出野の獅子舞」の２件が大阪府指定文

化財（民族(記録選択)）として選択され、大阪府指定文化財（記念

物(天然記念物)）「若宮神社のツブラシイ」の指定が枯死により解除さ

れた。能勢町では国天然記念物の「野間の大ケヤキ」の管理者として保

護増殖事業を行い保護に努めるとともに、隣接する能勢町けやき資料館

を指定管理者にて運営し、地域資源の活用を図っている。

生涯教育係

21
能勢人形浄瑠璃実

行委員会への支援

伝統を大切に伝えると共に、新しい時代に

も受け継がれ愛される地域芸能として「能

勢の浄瑠璃」を育む能勢人形浄瑠璃「鹿

角座」の劇団員数を指標として設定する。

65人 80人 60人 B

各団体や学識経験者で構成している能勢人形浄瑠璃実行委員会へ事

業の予算化等を行っている。鹿角座の後継者育成においては、若者への

アプローチが重要であると考え、３年に一度小中学校の児童生徒全員に

鹿角座公演の鑑賞、小学校学習発表会において６年生の人形浄瑠璃

の発表、地元高校の浄瑠璃地域学習やクラブの立上に努めている。更に

町外からも募集し開催した「人形浄瑠璃Jr.発表会」などで座員数の増加

を図った。

観光文化係

②

芸

術

文

化

活

動

の

推

進

22
芸術文化活動の推

進

豊かな心の醸成、地域活力の向上に資す

る芸術文化活動の鑑賞者数を指標として

設定する。

2,326人/年 3,000人/年 2,167人/年 B

近隣の同規模ホールでは実現しにくい一流アーティストのコンサート等々の

実施を行っている。このことは住民ニーズに応えていくということは当然であ

るが、劇場の規模や特色ある催しを活かしながら交流人口増加にも繋げ

ているところである。また、昨今の新型コロナウィルス感染症の状況を鑑み、

リモートを活用した新たな取り組みが必要であると考える。

観光文化係

23
人権が守られる環境

づくり

人権擁護など生活に関する総合相談件数

を指標として設定する。

※相談件数の増減ではなく、人権が守られ

る環境づくりが目的のため目標値は設定し

ない。現状把握の指標として設定。

27件 ― 18件 ―

能勢町人権協会・能勢町人権啓発推進委員協議会への補助金支出

による活動支援を行うとともに、大阪府をはじめとする関係機関と連携し、

啓発活動及び相談業務を行っている。

全国的に新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う感染者・医療関係者等

への不当な差別やいじめが増加する等、今後ますます相談内容が多様

化していくことが想定される中、総合相談センター等と連携し、相談体制

の整備に努めている。

人権総務係

②

社

会

全

体

で

子

ど

も

・

若

者

の

成

長

を

支

え

る

環

境

づ

く

り

(

1

)
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①

人

権

・

平

和

の

尊

重

総合生活相談

16

(

3

)

能

勢

文

化

の

継

承

と

創

造

に

関

す

る

施

策

①

浄

瑠

璃

の

里

文

化

の

振

興

浄るり新規後継者育成等

浄るり公演活動等

指定文化財登録数

劇団員数

事業鑑賞者数（延べ）

(

2

)

生

涯

学

習

・

ス

ポ

ー

ツ

に

関

す

る

施

策

子ども・若者の健全

育成

青少年の健全な育成をめざし、地域の安

心・安全に向けた活動支援を示す指標とし

て設定する。

街頭啓発活動数

パトロール活動数

地域教育協議会事業参加者数（延べ）

１

．

教

育

文

化

に

関

す

る

施

策

２
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24
男女共同参画の推

進

女性の社会進出を示す指標として、行政に

設置する各種審議会の女性委員の登用

率を指標として設定する。

22.8% 34.0% 22.4% D

第2次能勢町男女共同参画プランを平成28年3月に策定し、男女共同

参画に向けての意識づくりや女性の参画促進など、基本的課題の解決に

向けて啓発活動等の取り組み行っているが、家事・育児・介護などは主に

女性の仕事、職場や地域の意思決定は男性の役割、といった性別にもと

づく固定的な役割分担意識が根深く残っており、男女共同参画社会推

進の妨げとなっている。

審議会委員等への女性参画率は向上しておらず、男女共同参画の実

現のため、より一層の啓発活動等による取り組みが必要。

人権総務係

25 平和意識の啓発 意識啓発のための機会創設を指標として設定する。 1回/年 1回/年以上 1回/年 A

毎年12月に「人権と平和のつどい」を実施し、人権標語・ポスターの掲示

及び講演会を町内小・中学校及び人権関係機関、障がい福祉関係団

体、商工会等の町内関係団体と連携して行うことにより、人権と平和意

識の啓発を行っている。

参加人数が少ない（H29年度：170人、H30年度：220人、R1年

度：203人）ことが課題としてあるため、実行委員会において内容や参

加者の増加について検討を進め、今後とも人権尊重と平和意識のさらな

る啓発を行っていく。

人権総務係

②

と

も

に

助

け

合

い

、

支

え

合

う

地

域

づ

く

り 26
「地域のつながり」の

強化

地域のつながりを示す指標として、地区福

祉委員会活動の参加者数を指標として設

定する。

3,782人(述

べ)
現状維持 4178人 A

　支援を必要とする人々が安心して生活できるよう、地域住民の参加と

協力による助け合い、支えあい活動を小地域で行うことができた。現在、

新たな参加者が少ないため、今後は地域での呼びかけを強化し、新規参

加者の増加に努める。

福祉係

27
ボランティア組織の形

成

ボランティアを受け入れる側と行う側のニーズ

をつなぐ調整件数を地域福祉の向上を示

す指標として設定する。

0件 上昇↑ 9件 A

　ボランティアを希望する方と提供する方のマッチングについては、社会福祉

協議会で実施されている。今後も事業の円滑な推進がなされるよう、社

会福祉協議会への支援を行っていく。

福祉係

28
地域福祉の環境整

備

関係課相互の連携、調整、情報共有の強

化、また地域福祉に関する制度やサービス

に関する適切な情報提供の充実を図る。

― ― ― ―

　福祉課題を持つ方への情報提供の一環として、平成３０年度から

CSW（コミュニティソーシャルワーカー）を福祉サービスへのつなぎ役として

配置している。今後は、アウトリーチ活動による潜在的な福祉課題への

ニーズに応えることのできるよう努める。また、民生委員児童委員協議会

等、地域団体への手続き案内等も実施し、情報提供の充実をはかる。

福祉係

健康的な生活習慣の確立をめざした一人

ひとりの主体的な取り組みを指標として設

定する。

1,029人/年 5,000人/年 1,022人 D

健康教育については、ハイリスクアプローチやポピュレーションアプローチを集

団健康教育として行うだけでなく、出張健康教育など地域からの要請に

答える形でも実施できるような体制整備に努めている。

健康管理係

健康づくりの普及、啓発活動を主体的に行

うボランティアの養成数を指標として設定す

る。

25人 80人 21人 D

平成28年度に町が養成する食生活改善推進員から食育食農推進ボラ

ンティアとなり、ボランティア活動を自主的に取り組んでいる。健康教育の一

環としての活動だけでなく、ボランティア活動として自主性を大切にすること

で、食育ボランティアメンバーが中心となり子ども食堂を立ち上げ、ボラン

ティアグループとして派生し、時代のニーズに合わせた柔軟な対応が行われ

るようになってきている。

健康管理係

30 心の健康づくり

精神障害者手帳保持者数を指標として設

定する。

※対象者の増減よりむしろ精神的な病の

予防、支援が目的のため、目標値は設定

しない。現状把握の指標として設定。

68人 ― 90人 ―

計画策定時点と比較して手帳所持者数が増加しているが、生活環境の

変化等によるものであり、今以上の障がい福祉サービスや自立支援医療

の利用による支援が求められるところである。

福祉係

②

疾

病

の

予

防
31 疾病の予防

疾病の早期発見・早期治療のため、健康

診査受診者数を指標として設定する。＊

特に壮年期の受診割合を高める。

1,581人/年 2,200人/年 1,199人 B

特定健康診査の受診率については減少傾向となっている。健診を受けや

すい環境を整えるため、休日健診、がん検診と同日の実施、特定健診の

個別健診の実施を行っている。

健康管理係

(

2

)

健

康

づ

く

り

に

関

す

る

施

策

①

健

康

づ

く

り

の

支

援

支援体制の充実と実

践

健康教育事業の参加者数（延べ）

健康づくり・食生活改善推進員登録者

精神障害者手帳保持者数

住民健診・ミニ簡易ドックの受診者数

29
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①

人

権

・

平

和

の

尊

重

審議会委員等への女性参画率

研修や講習会等の開催回数

地区福祉委員会活動参加者

③

適

切

に

サ

ー

ビ

ス

を

提

供

す

る

た

め

の

仕

組

み

づ

く

り

ボランティア活動の中間支援

―

２

．

保

健

・

医

療

・

福

祉

に

関

す

る

施

策



③

医

療

体

制

の

充

実

32 医療体制の充実
医療機関、自治体間の連携を示す指標と

して設定する。
0人 上昇↑ ― ―

　大阪府保健医療計画に基づき池田・豊中・吹田保健所管内の４市

２町をひとつの「二次医療圏域」と位置づけ、大阪府が設置する「大阪府

豊能保険医療協議会」で６つ（医療・病床、救急、歯科保健、薬事、

在宅医療、精神医療）の懇話会と３つ（脳卒中・心血管疾患・糖尿

病）の地域医療連絡推進会議を設置し、各症例別に問題意識の共有

を行い、地域における医療・介護の連携強化に努めている。

保健医療係

33

ノーマライゼーションの

意識啓発と交流の促

進

多様な団体の交流機会となる「人権と平和

のつどい」に参加する障がい者施設を指標と

して設定する。

7/7団体 全団体
全団体

10/10団体
A

障がいのあるなしに関わらず、地域全体ですべての方を支え合う、地域共

生社会が求められる中、これからも多様な団体の交流機会となる「人権と

平和のつどい」に障がい者施設が参加することによる交流の機会の増加が

望まれる。

福祉係

34 生活環境の充実

バリアフリー改修の申請件数を指標として設

定する。

※件数の増減よりも、生活環境の充実を

図るための適切なサービス提供、受給が目

的のため目標値は設定しない。現状把握

の指標として設定。

1件 ― 0 ―

障がいのある人の自立支援のために生活環境の充実を図る必要がある

が、その人にとって必要な、また適切な支援を継続して行っているところであ

る。

福祉係

35
就労支援と社会参

加の促進

障がいのある人の多種多様な活動の場の

確保を示す指標として設定する。
55人 上昇↑ 84 A

障がいのある人の自立支援のために生活環境の充実を図る必要がある

が、その人にとって必要な、また適切な支援を継続して行っているところであ

る。

福祉係

36 福祉サービスの充実
障がいのある人の自立した生活を示す指標

として設定する。
15.3% 50.0% 16.7% D

障がいのある人が地域で生活するために地域生活支援拠点等の整備を

図ることで地域で支える体制の構築に努めているところである。地域住民

や関係機関等が我が事のように関わり、丸ごと支えていく体制整備がなお

一層求められる。

福祉係

地域単位での介護予防運動の取り組み数

を介護予防の推進を示す指標として設定

する。

7地区 44地区 47ヵ所 A

地域支援事業の介護予防普及啓発事業として「いきいき百歳体操」の

普及啓発に努めている。

平成27年度から普及啓発に取り組み、令和元年度末では町内47ヵ所

で体操を実施する結果となっている。

引き続き、各実施場所でより多くの高齢者の参加をめざすとともに、地域

づくりの場となるよう支援する必要がある。

包括支援係

介護予防にむけた主体的な取り組み、また

活動の広がりを示す指標として設定する。
0団体 20団体 88名 B

いきいき百歳体操サポーター育成教室を定期に開催し、これまでに88名

のサポーターを養成している。

これまで育成したサポーターは、地元地域での自主的な介護予防活動の

中心として活動してもらい、住民自身の積極的な参加、運営に繋がってい

る。

包括支援係

38
生きがいづくりと社会

参加の支援

高齢者の就労支援、社会参加を示す指

標として設定する。
66人 上昇↑ 58人 C

高齢者が定年退職後に知識、経験や能力を生かしながら働くことを通じ、

生きがいを得ると共に、地域社会の活性化に貢献することを目的にシル

バー人材センターの会員募集に努めてきたが、企業の定年延長や就労環

境の変化等により会員数の減少がみられるため、今後は事業の周知や会

員数確保に向けて周知の徹底を図り、会員数の確保が課題となってい

る。

福祉係

②

介

護

サ

ー

ビ

ス

の

充

実 39 介護サービスの充実

適切なサービスの提供を示す指標として設

定する。

※適切なサービスの提供、サービスの適切

な受給にむけた現状把握の指標として設

定。

76.9% ― 73.2% ―

高齢化が進展する状況にあって、要介護認定率や介護給付費は概ね横

ばいで推移している。引き続き、適切な要介護認定、給付適正化、介護

サービス基盤の整備に取り組んでいく。

また、複雑化、多様化する高齢者の生活ニーズに対応するため、地域包

括ケアシステムの構築進化をはかるとともに、適切な介護サービス提供を

行う。

包括支援係

37
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40
包括的ケアマネジメン

ト

関係機関と連携して開催する地域ケア会

議を指標として設定する。

※回数の増減ではなく包括的な支援が目

的のため、目標値は設定しない。

6回 ― 10回 ―

高齢者の自立支援、重度化防止に資する取組として、平成29年度より

「自立支援型地域ケア会議」を原則毎月開催している。

会議には地域包括支援センターをはじめとした多職種が参画し、大阪府

から専門職アドバイザー招いて自立支援型ケアマネジメントの観点から事

例検討を行っている。

自立支援型地域ケア会議を本町地域包括ケアシステム推進の中核的

会議として、引き続き取り組んでいく必要がある。

包括支援係

41 高齢者の権利擁護
認知症の高齢者や家族を地域で見守るサ

ポーターの養成数を指標として設定する。
0人 400人 976人 A

認知症高齢者を地域で見守る体制づくりのひとつとして認知症サポーター

養成講座を行い、認知症サポーターを養成している。これまでに976名

（うちキッズサポーター334名）のサポーターを養成し、認知症になっても

これまでどおり暮らし続けることができる地域づくりに寄与している。

また、サポーターの講師役である認知症キャラバン・メイトを養成し、これま

で35名のキャラバンメイトを養成している（うち11名が活動中）。キャラバ

ン・メイトは定期に連絡会を開催しサポーター養成講座の教材作りや認知

症カフェの開催など、町の認知症施策の推進に欠かせないものとなってい

る。

包括支援係

42 高齢者等の見守り

高齢者単身世帯をはじめ支援が必要な世

帯に対して、災害時等の緊急対応を図るこ

とができるよう緊急通報装置等の普及を指

標として設定する。

19世帯 上昇↑ 9世帯 C

平成30年度に事業を再構築し、定期的な見守りサービスや保守対応等

を民間へ一括で委託することにより、新たな緊急通報装置を貸出す仕組

みを構築した。今後は民生委員児童委員協議会等、関係団体への制

度周知も含め、利用者増加に向けた周知に取り組んでいく。

福祉係

43 経済的負担の軽減
標準的な健康診査にかかる費用の公費負

担割合を指標として設定する。
100% 現状維持 100% A

妊婦健康診査費用助成については公費負担割合100％を維持してお

り、妊婦の経済的負担の軽減となっている。
健康管理係

44
健康診査・相談等の

充実

異常の早期発見、加えて育児不安の解

消・仲間づくりを行うため、健診の受診率を

指標として設定する。

94.15% 100% 97% C

乳幼児健康診査について、医師、保健師だけでなく心理判定員、作業

療法士等がかかわり、多職種による専門的な見立てを行うことで、疾病の

早期発見に加え、発達障害等への対応も行っている。受診率については

100％ではないものの、向上しており、未受診者についての状況等の把握

については100％となっている。

健康管理係

45 保育サービスの充実

利用者のニーズに合った保育メニューの充

実を示す指標として設定する。

※利用者数の推移により事業内容を検討

する。従って現状把握の指標のため目標値

は設定しない。

98人 ― 1,204人 A

計画策定時点と比較して利用者数が大きく増加しているが、共働き世帯

の増加や核家族化によるものであり、引続き今の水準のサービスの提供が

求められるところである。

福祉係

46 医療体制の充実
夜間・休日の診療体制の充実を示す指標

として設定する。
137件 ― 69件 ―

夜間、休日の診療体制の充実のため、4市２町で運営を行っている。出

生数の減少に伴い乳幼児の人口が減少したことにより実績数は減少して

いるものの、子育て支援の充実のためには重要な施策である。

健康管理係

47 交流の場づくり

交流の場の中心を担う子育て支援センター

利用者を指標として設定する。

※利用者数の推移により事業内容を検討

する。現状把握の指標のため目標値は設

定しない。

1,061人 ― 1,473人 ―
異年齢児の交流や各施設の一般開放等をHPやチラシで周知したことに

より、参加者の増につながった。今後も一層の事業周知に努めたい。
福祉係

48 相談窓口の充実

地域支援センターで実施する子育てに関す

る相談件数を指標として設定する。

※子育て等の不安解消が目的のため、目

標値は設定しない。現状把握の指標として

設定。

9件 ― 12件 ―

地域子育て支援センターに直接電話による相談や、直接面談方式で相

談したい方、あるいは事業に参加し、ついでに相談というパターンなど、気

軽に相談できる機会や雰囲気作りを心掛けている。また、相談内容によっ

ては各専門機関と連携を取れるように健診事業等にも参加している。

福祉係
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④

子

ど

も

の

権

利

擁

護
49 子どもの権利擁護

子どもの権利擁護等に関する児童家庭相

談件数を指標として設定する。

※件数の増減ではなく子どもの権利擁護が

目的のため、目標値は設定しない。現状把

握の指標として設定。

14件 ― 16件 ―

平成29年度に、保健福祉センター内に妊娠期から学齢期にわたり切れ

目のない支援を行う相談窓口「子どもの未来応援センター」を設置。今

後、ますます健康管理係や教育委員会等と連携した相談支援が求めら

れる。

福祉係

50
多様な生態系の保

全

本町の自然環境や生態系の観察、調査や

触れ合う機会の創出を通じて、豊かな自然

環境の保全や多様な生態系の保全に対す

る意識啓発や実践を促す。

― ― ― ―

平成28年度より環境省の公募事業である地域循環共生圏構築事業の

採択を受け、吹田市との街と里の経済性を伴った交流を基軸に事業を進

めてきた。

令和元年度については、平成30年度に策定した「能勢の里山活力創造

推進戦略」に基づくクリ林の再生活動や、グリーンツーリズム、策定した「能

勢の里山活力創造戦略」を広めるフォーラムを開催し、啓発や実践に努

めた。

産業振興係

51 里山文化の継承

良好な里山景観の保全、育成に取り組む

地域住民・ボランティア団体等による協働の

取り組みを里山の保全、継承を示す指標と

して設定する。

2団体 上昇↑ 0団体 C

地域循環共生圏構築事業による街と里の連携の中で、都市住民からな

る町外のボランティア団体の協力により、クリ林の再生事業や町内の森林

整備を実施した。

森林整備については、自身での管理が困難となっている森林所有者を募

集し、間伐作業を行った。また、搬出した材については本町で実施する「の

せ・木の駅プロジェクト」に出荷頂くなど他の施策との連携も行った。

産業振興係

1,643ｔ/年 1,480ｔ/年 1,624ｔ/年 C

ごみ有料化、生ごみ堆肥化機器購入助成、集団回収の推進等の施策

により一定の効果が見込めたものの、減量率は45.1％となっており目標の

減量率50％には届いていない。

美化衛生係

371ｇ/人・

日

334ｇ/人・

日

367ℊ/人・

日
C

有料ごみ処理券の購入枚数の増加や地域清掃活動に対するごみ処理

券の追加交付申請の増加等により1人当たりの排出量は増加傾向にあ

る。住民に対し情報発信等の啓発活動を積極的に行い減量への取り組

み意識の高揚に努めていく。

美化衛生係

資源ごみの有効利用、リサイクル活動の実

践を示す指標として設定する。
28団体 上昇↑ 29団体 A

団体に対し収集量に応じて報奨金を支出している。

回収量が減少傾向にあるが、ごみの減量や資源の有効利用等の意識の

向上を図るために必要な活動であるため、活動団体が増加するよう制度

の周知に努めていく。

美化衛生係

53
自然エネルギーの利

用促進

本町ではこれまで具体的な実践事例がな

いことから、町に見合った再生可能エネル

ギーの利用、検討を進めていく。

― ― ― ―

第2次能勢町環境基本計画では地球温暖化対策として再生可能エネ

ルギーの活用等を推進していたところであるが、今後は温室効果ガスの削

減に向けた数値目標を設定し、目標達成のための具体的な施策を検討

していく。

美化衛生係

54 不法投棄対策

現在、定期的なパトロール活動を実践して

いることから、不法投棄件数の推移、動向

に着目しながらその活動を継続的に実施し

ていく。

― ― ― ―

年2回関係団体と車両による不法投棄パトロールを継続的に実施した。

また、平成18年度から28年度にかけて不法投棄重点路線を設定し順

次監視カメラを設置したところである。設置による抑止効果もあり投棄件

数は減少傾向にある。Ｈ29：32件、Ｈ30：27件、Ｒ1：18件

美化衛生係

55
ごみ処理施設の安定

稼動
―

国崎クリーンセンターに対し平成21年度の稼働時より運営に係る経費とし

て負担金を支出し、廃棄物処理施設の稼働や維持管理、啓発施設事

業の推進に努めている。

構成市町における本町の負担金負担割合は約5％となっている。

美化衛生係

56 ダイオキシン対策 ―
豊能郡環境施設組合の運営及びダイオキシン対策に係る経費に対し負

担金を支出し、ダイオキシン対策事業の推進に努めている。
美化衛生係

648ｈa 現状維持 625ha B

農業次世代人材投資資金の利用や、新規就農者への面談、農業者へ

の情報提供と様々取り組み耕地面積増加のため事業を実施した。特に

経営所得安定対策等交付金事業は、多くの方が申請され、耕地面積の

増加に努めた。

産業振興係

57

―

52

―
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優良農地の確保

秩序ある農地利用に努め、多くの人々に安

らぎを与える農空間の保全を示す指標とし

て設定する。

経営耕地面積

資源ごみ集団回収に取り組む団体

―

―

廃棄物の発生抑制やごみの分別に対する

啓発活動を継続的に実施していくことで、ダ

イオキシンの発生防止を含め、ごみ処理施

設の安定した稼動を行う。

― ―

児童家庭相談件数
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エコ意識の啓発と実

践

ごみ発生量の抑制を示す指標として、家庭

系ごみ排出量の平成11年度（1999年

度）比50%減を指標として設定する。

※目標値は「廃棄物（ごみ）減量計画」

に基づく数値を採用。

家庭系ごみ排出量

（資源ごみ・集団回収量を除く）

1人/1日当たりに換算した場合の排出量。

※目標値は現状の人口規模で見込む。

（平成23年<2011年>住民基本台帳人口

12,132人）
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26ha（H17

実績）
減少↓ 25ha A

農地利用集積円滑化事業を活用し、意欲のある農業者への利用集積

を進め農地の遊休化を未然に防ぐ取り組みを行ってきたが、高齢化等によ

り耕作放棄地は増加したと地域もあった。

産業振興係

58 生産性の拡大 783経営体 現状維持 736経営体 B
農地利用集積円滑化事業を活用し、意欲のある農業者への利用集積

を進めたが、高齢化等が原因で経営体数が減少した。
産業振興係

262人 上昇↑ 309人 A

農産物の販売価格の自由化の実施や、高齢化により出荷が困難となっ

ている出荷者に対する集荷事業を試験的に実施する等出荷者と意見交

換を行いながら出荷者数の増加に努めた。

産業振興係

497,895千

円
上昇↑

449,831千

円
C

観光物産センターにおける取扱金額については平成23年度の約5億2千

万円をピークに減少傾向となっているが、令和元年度より高度産業化プロ

ジェクトによるDMO化の検討や専門家による新商品開発を行っており、今

後の増加が見込まれる。

産業振興係

11,170ｍ ― 589ｍ ― 産業振興係

468ｍ ― 332ｍ ― 産業振興係

680ｍ ― 3,075ｍ ― 産業振興係

69頭 ― 369頭 ― 産業振興係

200頭 ― 65頭 ― 産業振興係

132頭 ― 108頭 ―

毎月、貸し出しの檻は全て貸出済みになり、捕獲しているが、被害は減っ

ていない。収穫間近の野菜や果物に被害を出すため、落胆される農業者

様が多い。一つの農作物だけでなく広範囲に被害を出すため、今後も捕

獲活動を実施していく。

産業振興係

95頭 ― 13頭 ―

生息地が河川付近、また生息数がアライグマ、鹿、イノシシより少ない為、

被害箇所は限定的であった。発生場所では、家族ごと罠にかかる事が多

い為農業者様に周知し、1地区で多くの個体を捕獲できた。しかし、全体

的な捕獲頭数が少なく、放置しておくと生息地域をますます広げていく可

能性がある為、継続した捕獲活動が必要である。

産業振興係

62 交流型農業の推進

地域経済の発展に寄与し、賑わいあるまち

づくりの推進を図る指標として交流人口を

指標として設定する。

840千人

（H21実

績）

1,500千人 949千人 B

これまでは交流促進施設を中心とし、農産物の加工品や農作業体験を

中心とした都市農村交流を推進してきた。

しかし、近年では本町の有するクリ林や山林、農作業体験等をトータル

し、パッケージ化したグリーンツーリズムを試験実施しており、好評を得てい

る。

今後も本格実施に向けた検討を行い交流人口の増加を目指す。

産業振興係

57

59

獣害対策の支援a

高付加価値農業の

展開

60

61

アライグマ

ヌートリア

誘客数

有害鳥獣の捕獲数を指標に設定する。

※捕獲頭数の増減ではなく、被害防止が

目的のため目標は設定しない。現状把握

の指標として設定。

シカ

獣害対策の支援b

観光物産センター総取扱金額

農産物の獣害対策事業として実施する電

気柵等の資材購入費の補助申請による実

績値を指標として設定する。

※獣害対策の導入件数等ではなく、被害

防止が目的のため目標は設定しない。現

状把握の指標として設定。

電気柵

金網柵

防塵網

イノシシ

(

2

)
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①

農

業

経

営

の

振

興

優良農地の確保

秩序ある農地利用に努め、多くの人々に安

らぎを与える農空間の保全を示す指標とし

て設定する。

耕作放棄地

持続可能な農業振興の指標として、多様

な経営体の育成、また地場産品の販売状

況（物産センター総取扱金額）を指標と

して設定する。

農業経営体

観光物産センター出荷登録者数

３

．

自

然
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振

興
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す

る
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毎年、多数の申請があり多くの面積を柵又は網で囲っている。囲っている

農地では、鹿や猪の侵入を防ぐことができており、被害が軽減できていると

考えられるが、網が低い場所、隙間がある柵等で被害防止を試みておら

れる場所では、獣害被害が多い。鹿や猪は例年多数目撃されており、農

地での被害も多い為、獣害被害の多い先からの需要が今後も見込まれ

る。令和元年度は広報や窓口に相談に来られた方への周知に努めた。

大阪府猟友会能勢支部で捕獲活動を行っている。能勢町のシカ、イノシ

シの捕獲数は減少傾向になく、農作物への被害も多く報告されている。

猟友会能勢支部との協力により、有害捕獲活動の従事者数は現在の人

数を保つことができた。原因は不明だが、イノシシの捕獲頭数が少なく鹿の

捕獲頭数は増加した。



63 森林の整備と活用
広葉樹林等の再生面積を森林整備の指

標として設定する。
2.3ha/年 上昇↑ 1ha C

里山再生支援事業による萌芽更新を行った。

本町においては、広葉樹林以外にも民家との間にあるクリ林が生物多様

性や防災機能において重要な役割を果たしており、クリ林の再生に係る苗

木の配布事業を実施した。また、里山林における生物多様性の重要性を

伝えるために住民向けのフォーラムを行うなど森林の整備と活用に関する

情報発信を積極的に行った。

産業振興係

64 治山事業

広報やホームページ等を通じて山地災害の

防止等にむけた啓発活動を行うと共に、必

要箇所については大阪府の実施する治山

事業の導入にむけた取り組みを進める。

― ― ― ―

近年多発する集中豪雨や、国や大阪府においても近年森林環境税が導

入されるなど治山事業に対する関心は高まっているものと思われる。

本町においても町内の山林の一部を将来的な山地災害に備え保安林と

して申請するなどの対応行った。

産業振興係

65
地域資源を活かした

産業創造

【再掲】地場産品の販売状況（物産セン

ター総取扱金額）を指標に設定する。

497,895千

円
上昇↑

449,831千

円
C

観光物産センターは新鮮で安心・安全な地場産品が好評を得ているが、

取扱金額については平成23年度をピークに減少傾向にある。

しかし、令和元年度よりＤＭＯ化や専門家の助言を受けて地場産品を

使用した新商品の開発を行っており、今後の取扱い金額の増加が見込ま

れる。

産業振興係

66 起業の支援
町内産業の振興や地域経済の成長にむけ

た検討を具体的に進めていく。
― ― ― ―

能勢町商工会と連携しH28年度より特定支援事業を実施。引き続き創

業に向けた環境整備を進める。
産業振興係

67 企業誘致の検討
【再掲】町内産業の振興や地域経済の成

長にむけた検討を具体的に進めていく。
― ― ― ―

企業立地を効果的に促進する効率的な土地利用の実現を図ることを目

的として、能勢町産業用地の確保に向けた土地利用方針を平成29年

12月に策定した。令和元年度より地方創生推進交付金事業として、能

勢町高度産業化推進プロジェクトを立ち上げ、産業用地の確保や農業

の高度産業化について、大阪府も加えた推進協議会の運営や外部アド

バイザー並びにプロ人材の知見を活用し、検討を行っているところである。

企業農業等の推進にあたり現行法規制等（農地法、国家戦略特区）

の緩和についても要検討。

政策推進係

68
地域の魅力を引き出

す土地利用

地域固有の資源やストックを活かした土地

利用を示す指標として設定する。
0地区 上昇↑

0地区

(R1末現在)
C

現時点では地区計画制度を活用した開発行為等についての実績はな

い。引き続き、高度産業化プロジェクトにおいて、産業誘致の候補地選定

や事業手法等の検討を進めていく。

土木建築係

840千人

（H21実

績）

1,500千人 949千人 B

近年、地元の食材を生かした個性的なカフェなどが増えてきている。その

他、能勢の特色をいかした個性的な取り組みにより、都心部からの交流

人口は増加している。観光協会との連携のもと、SNSでの店舗等の情報

をより一層強化していく。また、能勢の郷においては、民間の活力を導入す

る指定管理の公募を行い観光振興に努める。

観光文化係

未測定 ― 42 ―

近畿管内の都心部からの地の利もよい能勢においては絶好の観光スポッ

トでもあり、情報提供できる素材は多い。これまでと同様、TVなどのマスコ

ミに積極的にPRを行い、マスメディアに取り上げられる仕掛けをしていく。

観光文化係

70 地域経済との連携

観光産業の振興を示す指標として、観光

物産センター売上高を指標として設定す

る。

497,895千

円
上昇↑

449,831千

円
C

観光物産センターは新鮮で安心・安全な地場産品が好評を得ているが、

取扱金額については平成23年度をピークに減少傾向にある。

しかし、令和元年度よりＤＭＯ化や専門家の助言を受けて地場産品を

使用した新商品の開発を行っており、今後の取扱い金額の増加が見込ま

れる。

観光文化係

11件（H21

実績）
50件 3件 D

ボランティアガイドのメンバーも高齢化や人数不足が加速化している状況

は否めない。交流人口の増加や観光振興において、観光ガイドは重要で

あることから、ガイドの魅力を発信しつつメンバーの確保に努める。

観光文化係

240人

（H21実

績）

500人 36人 D 上記と同じ 観光文化係

69

71

【再掲】誘客数

マスメディアに取り上げられた数

（観光情報に資する）

【再掲】観光物産センター総取扱金額

ボランティアの活用

地域資源の発信、観光サービス、満足度

の向上のため、住民の豊富な知識を活かし

た観光案内の提供数を指標として設定す

る。

ボランティアガイド活動状況

(

3

)
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①

内

発

型

産

業

の

活

性

化

【再掲】観光物産センター総取扱金額

―

②

企

業

誘

致

に

よ

る

地

元

雇

用

の

確

保

―

地区計画の指定区域数

②

観

光

の

振

興
観光発信力の強化

地域経済の発展に寄与し、賑わいあるまち

づくりの推進を図る指標として交流人口、ま

た観光情報の発信強化を示す指標として

マスメディアに取り上げられた回数を指標とし

て設定する。

②

森

林

の

保

全

と

林

業

育

成

里山林再生面積

―

(
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③

商

工

業

の

振

興 72 経営支援の充実
【再掲】町内産業の振興や地域経済の成

長にむけた検討を具体的に進めていく。
― ― ― ―

H30年度に能勢町先端設備等導入計画を策定し町内商工事業者の

生産性の向上を図っている。
産業振興係

73
消防・防災意識の啓

発と実践

防災意識の高揚、また一人ひとりの実践的

な行動にむけた啓発活動を図る。指標につ

いては、学校や事業所等での総合消防訓

練回数を設定する。

15回 上昇↑ 19回 A

消防総合訓練については、豊中s市消防局北消防署能勢町分署により

定期的に実施しており、年間平均して20回程度の実績で定着している。

消防法の改正等必要な情報について適宜普及啓発に努めており、事業

として高く評価できる。

自治防災係

消防団の自主運営と持続可能な活動をめ

ざし、構成団員500名の平均年齢を指標

として設定する。

※地域密着性、要員動員力、即時対応

力など消防団の特性を発揮できる組織の

効率的な運営、体制強化をめざすことが目

的のため、目標値は設定しない。組織の持

続的運営を図るための、現状把握の指標と

して設定する。

35.8歳 ― 40.4 ―

平成27年度から豊中市への消防事務委託を開始し、5年が経過した

今、初期消火に重きを置いてきた消防団活動から災害対策基本法に避

難行動要支援者名簿を活用する防災関係機関に定めれれるなど、社会

的役割も変化している。団員の高齢化や車両の老朽化なども含め、団員

の負担軽減を図るべく時代に即した再編を実施する。

自治防災係

消防団の活動に地域や子どもたちが関心を

持ち、将来にわたって消防団が発展的な運

営を続けていくことができるよう中長期的な

視点から消防団に関する情報発信や啓発

活動を実施する。

― ― ― ―

消防団は地域防災の要として、自主防災組織等と連携した社会ニーズ

が求められている。今後とも時代が求める防災組織として消防団に関する

情報発信や啓発活動を実施する。

自治防災係

75 災害に備えた体制

ホームページ等を活用した防災情報の発信

に努めるとともに、災害想定として備蓄する

物資の適正な管理を行う。

― ― ― ―

防災備蓄に関しては、能勢町地域防災計画に基づく必要数量を確保し

ている。今後はコロナ感染症対策等も視野に入れた備蓄物資の充実に

努める。

自治防災係

76 砂防・治水事業

土砂災害危険箇所等の対策について、指

定避難所などの重要施設に対し、対策事

業の導入に取り組む。併せて、対策未実施

の箇所について、情報の周知を行い早期避

難に対する住民意識の向上を図る。

― ― ― ―
H29から土砂災害特別警戒区域における住宅の移設・補強等に対する

助成制度を設けている。
土木建築係

77 住宅の耐震化

民間建築物の耐震化を促進させるため耐

震診断に対する補助件数を指標として設

定する。

0件 上昇↑
1件

(R1末現在)
A

平成30年度に耐震診断1件実施、引き続き、補助制度について広報・

ホームページでの周知を行う。

設計及び工事に対する補助について、現在はそれそれ個別に補助制度を

設けているが、パッケージ化について検討する。

土木建築係

78 救命処置の普及

普通救命講習会等の受講者割合を高め、

救命率の向上をめざす指標として設定す

る。

232人 1,600人 265人 B

住民に対する救命講習は引き続き定期的に開催し、適切な救命処置に

よる救命率の向上に努める。あわせて公共施設に設置しているAED につ

いても、適に更新するなど施設管理者としての役割も継続して取り組む。

自治防災係

569件 ― 638件 ―

平成27年度の豊中市への消防事務の委託により、従来の救急隊1隊運

用から2隊運用となり、救急要請に応じる体制が強化できている。今後と

も多様な救急要請に対応できるよう資機材の充実を含め救命率の向上

に努める。

自治防災係

30分 ― 48分 ―

医療機関までの所要時間については、ドクターヘリ、ドクターカー等の活用

も含め検討の余地がある。現在アートレイクゴルフ場と山辺ヘリポートの2

か所で対応しているが、平成30年の豪雨災害で国道173号が通行止め

となった期間は、山辺ヘリポートが使用できなくなり、新たな課題として認

識している。

自治防災係

74

79

適切な救命処置を行ないながら病院まで

安全かつ迅速に救急搬送を行うことを指標

として設定する。

※救命率の向上が目的のため、搬送件数

については目標値は設定しない。また、病

院までの所要時間についても、対象となる

現場により所要時間が異なるため、目標値

を設定しない。現状把握の指標として設

定。

救急搬送件数　※数値は平成22年実績。

病院までの平均所要時間

―

救命率の向上
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学校や事業所等での総合消防訓練回数

消防団組織の運営

団員平均年齢（各年4月1日）

―

―

―

耐震診断補助件数

普通救命講習会の受講者
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の

基

盤

づ
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す

る

施

策



③

防

犯

体

制

の

充

実

80 防犯体制の充実
安全安心な暮らしの指標の一つとして町内

の犯罪発生件数を指標として設定する。

71件（H21

実績）
減少↓

33件

（R1年実

績）

A

豊能防犯協議会・能勢町防犯連絡協議会・豊能暴力追放推進連絡

協議会への補助金の支出による活動支援を行うとともに、広報等を通じ

た防犯意識の啓発に努めている。

また、平成27年度以降、町内主要交差点付近等に防犯カメラを設置

し、犯罪の抑止・早期発見の一助としている。（R1年度現在：22台）

今後とも各防犯関係団体と連携しつつ、啓発活動や防犯カメラの維持管

理を行い、犯罪抑止に係る取り組みを進めていく。

人権総務係

81 幹線道路の整備 0路線 7路線
1路線

(R1末現在)
B

平野線の一部において歩道設置済み。その他平野線及び能勢猪名川

線の通学路部分については歩行空間を確保するためグリーンベルトを整

備済み。

能勢猪名川線における歩道整備については、その必要性を精査・検討

し、引き続き大阪府と協議を行こととしている。

土木建築係

82 生活道路の整備
1,380ⅿ/年

（新設含）
―

260m

(R1実績)
―

舗装修繕計画に基づき老朽化した舗装を計画的に修繕している。引き

続き事業を継続ずる。
土木建築係

83 橋梁の整備 0橋 7橋
3橋

(R1末現在)
B

橋梁は5年に1度の点検が義務付けられており、点検結果を踏まえて、引

き続き計画的に修繕を行っていく。
土木建築係

84
交通ネットワークの整

備推進

町内を南北に走る国道477号線及び173

号線を連結する道路整備事業の導入にむ

けて取り組む。

― ― ― ―

本町の東西を連絡する幹線道路の整備を大阪府に対して継続的に要

望している。災害時においても東西を連絡する道路の強化は重要であり、

引き続き要望を行っていく。

土木建築係

35団体

（H21実

績）

上昇↑
39団体

(R1実績)
A

対象42地区の内39地区と、ほとんどの地区で取り組みが実施されてい

る。

今後は作業実施している方の高齢化等により、広範囲における作業実施

が困難となってくることが考えられることから、対策について検討が必要。

また、これまで報償金の対象となる除草作業は1路線1回であったが、R1

から路線によっては年間2回までを対象とするよう見直しを行った。

土木建築係

16団体

（H21実

績）

上昇↑
18団体

(R1実績)
A

対象27地区の内18地区で取り組みが実施されている。

町道除草作業と同様に作業実施が困難となってくる地区への対策につい

て検討が必要。

土木建築係

86
交通安全意識の啓

発と実践

啓発活動による交通安全意識の向上、ま

た安全な道路施設の整備を示す指標とし

て設定する。

53件（H21

実績）
減少↓ 18件 A

地域ボランティアの「しあわせ守り隊」等により児童生徒等の見守りを継続

していただいている。高齢化の進展により高齢者の交通安全対策、あわせ

て移動支援が一層重要になっている。

政策推進係

87 250ⅿ/年 ―
0ｍ

(R1実績)
―

H28の点検結果を基に順次、取替えを行っていく。

また、新たに対策が必要な箇所へは新設を行っていく。
土木建築係

88 4箇所/年 ―
6箇所

(R1実績)
―

H28の点検結果を基に順次、取替えを行っていく。

また、新たに対策が必要な箇所へは新設を行っていく。
土木建築係

③

交

通

網

の

充

実

89 交通網の充実

利便性の高い交通網のあり方について、具

体的な検討を進める。また、交通網の充実

を示す指標として、町内公共交通（代替

バス）利用者数を現状認識の指標に設定

する。

30,769人 上昇↑ 25,261人 D

住民の移動手段の確保を目的とした、バス路線維持補助金は年々増加

している一方で、町内路線バス利用者は減少している。また、交通空白

地を補完することを目的として、公共交通空白地有償運送を実施してい

るが、一部の住民が利用するにとどまっている。町内にある交通資源の活

用など、持続可能な地域公共交通のあり方について改めて検討していく

必要がある。

政策推進係町内公共交通（代替バス）利用者数

河川清掃に取り組む団体

85

②

交

通

安

全

対

策

の

充

実

町内の交通事故件数

交通安全施設の整

備

歩行者の安全確保のため、道路（町道）

交通安全施設の整備実績を指標として設

定する。

※対象施設の老朽化、損傷状況や各区

からの要望等を総合的に判断しながら、利

用者の安全通行の確保をめざす。

転落防止柵・ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙ等新設・改修箇所

カーブミラー新設・改修

(

2

)

道

路

・

交

通

に

関

す

る

施

策

①

道

路

施

設

の

整

備

安全で快適な道路整備の充実を図る指標

として設定する。

※道路（町道）舗装改修については、対

象路線の老朽化の状況や各区からの要望

等を総合的に判断しながら、安全で快適な

道路施設の整備をめざす。

歩道設置要望による改修箇所

道路（町道）舗装改修

14.5ｍ以上の修繕箇所　

―

地域活動の支援
道路施設等の整備のための協働の取り組

みを示す指標として設定する。

町道の除草作業に取り組む団体

町内の犯罪発生件数

(

1

)

安

全

安

心

な

暮

ら

し

に

関

す

る

施

策

４

．

暮

ら

し

の

基

盤

づ

く

り

に

関

す

る

施

策



106.86% 109.00% 101.13% A

令和元年度決算において経常収支比率が100％を超えているものの、

給水納付金や一般会計繰入金といった営業外収益に依存していることに

より、水道事業としては非常に不安定な経営を強いられている。今後は、

本業での儲けである給水収益を主とする営業収益での増収が課題であ

り、現行水道料金設定根拠となる料金算定期間も終了していることも併

せ持って考えると、早急に料金改定を行う必要がある。

水道係

35.45% 35.00% 30.56% D

収益的収入に伴う一般会計繰入金について、今後新たな投資事業を実

施しない場合においては、この比率が低下していくこととなる。令和元年度

実績においては、30.56％となったものであるが、同規模類似団体での平

均値は15.4％【平成30年度地方公営企業経営指標（総務省HP）

参照】である。基準内での繰入ではあるものの一般会計繰入金に依存す

ることなく、給水収益で必要経費を賄える強靭な企業体質を作り上げる

必要があり、早急に料金改定を行う必要がある。

水道係

62.05% 65.00% 57.52% D

料金回収率が100％を下回っている状態は、原価割れを起こしている状

況であり、水道水を供給すればするほど経営悪化が進む状態を表す。現

状のまま推移すれば、将来の施設更新に必要となる財源を留保すること

が出来ず、このままでは安定給水に支障を来す事態となる。早急に料金

改定を行う必要がある。

水道係

91
水道施設の適切な

維持管理や更新

低廉で安定した水の供給を行うため、水道

施設の適切な維持管理や計画的な水道

施設の更新を指標として設定する。

340ｍ/年 900ｍ/年 370.7m／年 D

想定される震災や災害に備え、計画的な管路の耐震化や更新を進めて

行く必要がある。しかしながら本町は地勢的に条件不利地域であることか

ら、平野部の事業体と比較しても管路延長が長く、財政面やマンパワー

面も脆弱であることから計画通りに進んでいない。料金改定を行うことで更

新資金の留保をはかるとともに、技術職の確保が必要である。

水道係

15.9% 26.9% 21.5% し尿処理施設

1.2% 3.3% 1.7% し尿処理施設

53.3% 55.1% 53.1% し尿処理施設

5.6% 0.2% 5.0% し尿処理施設

24.0% 14.5% 18.7% し尿処理施設

4155.2kℓ ― 2610.1kℓ し尿処理施設

2920.3kℓ ― 3700.4kℓ し尿処理施設

―

92

D

②

生

活

排

水

処

理

の

整

備

90

し尿処理

し尿収集体制及び処理施設の適正な運

営を行う。

※適正管理が目的のため目標値は設定し

ない。現状把握の指標として、し尿及び汚

泥処理量を設定。

し尿処理量/年

汚泥処理量/年

公共下水道・農業集

落排水の整備

生活環境の向上、あわせて公共用水域の

水質の保全を図るため、汚水処理の適正

化を図る。処理形態別人口割合を指標と

して設定する。

公共下水道

農業集落排水処理

合併浄処理浄化槽

単独処理浄化槽

その他

(

3

)

生

活

基

盤

整

備

に

関

す

る

施

策

①

上

水

道

の

管

理

水道事業経営の健

全化

経常収支比率は、収益性を見る際の最も代表

的な指標である。この比率が高いほど利益率が

高いことを表し、100％未満であることは損失が

生じていることを意味する。ただし、この指標を見

る際には、繰入金比率や料金回収率も同時に

見る必要もあり、健全化把握の指標として、この

３つを指標として設定する。

経常収支比率

繰入金比率

料金回収率

水道老朽管等の更新

４

．

暮

ら

し

の

基

盤

づ

く

り

に

関

す

る

施

策

公共下水道は、第4期計画区域を平成30年度に概成しており、令和元

年度からは、第5期計画区域の整備をアクションプランに基づき進めてい

る。また、農業集落排水事業については、人口の減少を鑑み、今後の方

向性も含めて検討を進める。

平成２９年度より公共下水道事業計画区域及び農業集落排水事業

供用開始区域以外の区域で合併処理浄化槽設置整備事業により新た

に合併処理浄化槽を設置する家庭に対し、費用の一部を助成しており、

３年間で47基が設置されている。今後においても合併処理浄化槽設置

整備事業を継続することにより生活排水処理率の向上を図る。

施設稼働から大きなトラブルもなく適正な運営を行っているが、施設の稼

働から8年が経過し、今後は施設の老朽化も進んでいくため、浄化セン

ターと施設の統合も検討し、コストの削減を目指す。



93
美しい景観の保全育

成

緑豊かな自然と美しい田園風景の保全に

むけて、都市計画に基づく計画的な土地利

用の推進を図る。

― ― ― ―

開発許可等にあたっては、文化財の保護や緑地の確保等について事前

協議を行うこととしており、緑豊かで美しい景観の保全に配慮した土地利

用の推進に努めている。

土木建築係

94
開発許可制度とまち

づくりの連動

集落機能の維持、発展、また地域活力の

向上に資する良好なまちづくりをめざして、

施策大綱3との関連を考えながら、開発と

保全の方針に照らし、都市計画に基づく計

画的な土地利用の推進を図る。

― ― ― ―

市街化調整区域における開発許可等の基準（提案基準A・B）を

H28、H30に策定し運用している。引き続き窓口や電話での相談案件を

大切にし、土地利用についての積極的なアドバイスを行っていく。

土木建築係

95
地域の魅力を引き出す

土地利用

地域固有の資源やストックを活かした土地

利用を示す指標として設定する。
0地区 上昇↑

0地区

(R1末現在)
C

現時点では地区計画制度を活用した開発行為等についての実績はな

い。引き続き、高度産業化プロジェクトにおいて、産業誘致の候補地選定

や事業手法等の検討を進めて行く。

土木建築係

96 火葬場の整備 新たな火葬場の建設を行う。 ―

1施設

（H27年度

業務開始）

1施設

（H28年度

業務開始）

A

平成28年度の運用開始時から大きな問題もなく稼働している。

稼働から5年を迎え部品交換や修繕が見込まれるが、効率的な管理運

営を行い、維持管理費の縮減に努めていく。

美化衛生係

97
大気、河川、土壌の

保全

環境基準を遵守するため、生活環境の保

全を示す一つの指標として設定する。
A類型（※） A類型 A類型 A

環境基準の河川A類型に当てはまる調査地点は大路次川京都府境と

兵庫県境、田尻川兵庫県境のみ。それぞれ環境基準値を満たしている。

天王川、野間川、杉原川、山田川の調査地点は類型指定されていな

い。

美化衛生係

④

生

活

環

境

の

保

全

火葬場の新設

河川の水質汚濁にかかる環境基準

―

【再掲】地区計画の指定区域数

(

3

)

生

活

基

盤

整
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関

す

る

施

策

③

計

画

的

な

土

地

利

用

の

推

進

―
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